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基本施策評価表 所属平成29年度 25200000

産業振興部 農業振興課

61 農林業の振興
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
農林業者
○農業生産基盤の充実、多様な担い手の育成・支援、特色ある農産物の生産・販売体制の
強化などにより農業経営基盤の充実を図る
○地域ブランドの育成、観光等との連携、体験型グリーンツーリズムの推進、安全・安心
で新鮮な農産物の提供などにより特色ある農林業の展開を図る

認定農業者数（単位：人）…平成29年度目標値580人（現状値540人）

基本方針の目指す姿は、農業をビジネスとして成長、発展させることであり、本施策の農
業担い手の育成は、その目標達成に大きく貢献するものである。

本施策が掲げる認定農業者数は目標値を達成しており、下位単位施策についても目標の通
り順調に推移しているものと判断する。

高齢により離農を希望する農家が持つ農地の効率的な活用、さらに規模拡大を目指す担い
手及び新規就農者に対し、販路拡大など魅力ある施策の展開が必要である。

農地中間管理事業等の積極的な取組みによる農地集積率の向上、青年等新規就農者の確保
、新たな農産物販売ルートの開発、農産物のブランド化を重点的に取組んでいく。

本施策の成果指標である認定農業者数については、目標に対して実績が順調に推移してお
り評価できる。
また、次期基本計画でも単に認定農業者数の増加を目標にするのではなく、新たな指標が
設定されたことも大いに評価できる。
下位の単位施策でも指摘の通り、他の施策との連携による農林業の振興に努められたい。
福祉施設との連携をさらに強化した新たな担い手の育成、市内におけるスポーツ大会や文
化祭などとの連携による農産物直売など、新たな取組みの検討をお願いしたい。

6101 農業経営基盤の充実 1,262,664 100
6102 特色ある農林業の展開 182,776 100

成果指標１

成果指標２

成果指標３

成果指標４

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

[ ]人

[ ]

[ ]

[ ]

平成25年度
480.00
466.00

1,652,739
1,570,205

平成26年度
550.00
571.00

1,505,372
2,184,669

平成27年度
560.00
609.00

1,679,035
1,562,678

平成28年度
570.00
603.00

2,074,239
1,625,635

平成29年度
580.00
607.00

1,481,035
1,440,411



施策

妥当性 妥当
農業の生産基盤が充実することによって、担い手の確保に繋
がった。

コスト削減の余地 有
農林業施設等の維持管理適正化によるコスト削減、補助金を目
的としない強い農業施策を今後考える必要がある。

受益者負担 適正
農業経営改善のための補助事業は充実しており、適正と考え
る。

上位貢献度 有効
農業の担い手が増える事により、今までより活性化した地域づく
りに貢献できる。

類似事業の有無 無

成果向上の余地 有
農商工連携した農産物のＰＲや、販売ルートの構築、さらなる担
い手確保のために施策を構じる余地がある。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

貢献度

達成状況

課題

取組方針

平成２９年度　基本　施策評価表　補表

　61　　　農林業の振興

内部評価
【前期5年分】

区分

国の支援策等もあり、地域の担い手と呼ばれる認定農業者の数は順
調に推移している。

農地の集積は、作業の効率化、コストの低減につながり、農業者の
所得向上に寄与する。認定農業者の数と集積率は比例しており、目
標を達成しているものと考える。

農業者の年齢も高齢化しており、新規就農者の確保、既存の若手農
家をサポートしていく必要がある。

農業者自身が農業経営についてPDCAサイクルに基づき改善し、農
業者全体の資質の底上げになるような施策を考えていく。

内部評価
【H29年度分】

認定農業者数の目標は達成しつつ、認定農業者への農地集積は増
えたので、経営資質が向上したと考えられる。

農業経営を希望する青年を発掘しつつ、認定農業者にとって魅力的
な支援制度を構築する必要性がある。また、消費者に対し、栃木市
の農業・農産物を広く周知する必要がある。

プロ―モーションビデオ（動画）やアンテナショップ等を活用し、農業経
営者・関係機関連携のもと「栃木市農業の魅力」を全国に向け情報発
信し、美味しさと安心安全をPRする。


